
社会福祉法人颯和会
現況報告書（令和5年4月1日現在）

別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額(前会計年度実績)（円）

～

～

５．前会計年度・当該会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度に実施した評議員会の状況

15 新潟県 107 新潟市西区 15100 9110005003128 01 一般法人 01 運営中

社会福祉法人颯和会

新潟県 新潟市西区 小針6丁目43－1

025-233-1111 025-233-1112 2 無

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の評

議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数
(3-2)評議員の職業

http://pastel-group.jp/souwakai.html (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kobari-craypas@bz03.plala.or.jp

平成22年4月1日 平成22年10月29日

7名以上10名以内 7 0

古川司法書士事務所　司法書士

山本　健治 R3.6.24 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

(株)シードシステム代表取締役

令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

新潟市小針地区自治会副会長

保志　一章 R3.6.24 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

(株)トータルシステム　設計士

小川　博己 R4.1.25 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

(株)小川　代表取締役

樋口　静司 R3.6.24 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

樋口商会　代表

堤　俊雄 R3.6.24

大瀬　庄一 R3.6.24 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

大瀬公認会計事務所　公認会計士

古川　仁 R3.6.24 令和6年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで
2 無 2 無 2

2 無

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 3 施設の管理者 1 有 3 職員給与のみ支給 3
古田島　真由美

3 その他理事 1 常勤 令和3年6月24日 新潟日報マリーナ　支援センター長

2 無

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 3 施設の管理者 1 有 3 職員給与のみ支給 3
古田島　繁

1 理事長 平成22年4月1日 1 常勤 令和3年6月24日 小針パステルこども園園園長

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理事

と親族等特殊

関係にある者の

有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

6 6 2 特例無

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職(注)
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

37,305,659

2 無

R4.1.25 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4 いずれも支給なし 3
渡邉　忠蔵

3 その他理事 2 非常勤 令和4年1月25日 (有)渡辺土木　代表者

2 無

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 4 いずれも支給なし 3
齋藤　修吾

3 その他理事 2 非常勤 令和3年6月24日 さいとう農園　農業

2 無

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 4 いずれも支給なし 3
齋藤　信夫

3 その他理事 2 非常勤 令和3年6月24日 NPO法人新潟県高度情報社会支援センター　理事長

2 無

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 4 いずれも支給なし 3
石田　杉雄

3 その他理事 2 非常勤 令和3年6月24日 石田税理士事務所　税理士

3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 3

黒崎　邦彦
自営業 2 無 令和3年6月24日

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで 6 財務管理に識見を有する者（その他） 3

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況
(3-7)前会計年度におけ

る理事会への出席回数

小林　一義
自営業 2 無 令和3年6月24日

R3.6.24 令和4年度の最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで

2 2 0

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

(注)「(3-2)理事の役職」のうち、「理事長」とは、社会福祉法45条の13第3項で規定する理事長(会長等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

　　　「業務執行理事」とは、社会福祉法45条の16第2項第2号で規定する業務執行理事(常務理事等の他の役職名を使用している法人がある。)である。

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(1-2)前会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

(1-3)前年度

決算にかかる

定時評議員

会への出席の

有無

(2-1)当該会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(2-2)当該会計年

度の会計監査人の

監査報酬額

（円）

4 0 0

令和4年6月25日 7 6 2 令和3年度事業報告及び決算について

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・

会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

0.0 0.0

151 0 83

0.0 40.0
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社会福祉法人颯和会
現況報告書（令和5年4月1日現在）

別紙１

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度に実施した理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度に実施した監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度に実施した会計監査(会計監査人による監査に準ずる監査を含む)の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

令和5年3月25日 7 2 2 令和4年度　第一次補正予算について、令和5年度　当初予算について

令和4年6月25日 7 6 2 令和3年度事業報告及び決算について

令和4年6月9日 6 2 令和3年度事業報告及び決算について、定時評議会開催について

令和4年10月22日 6 2 令和4年度事業報告ならびに月次決算、財務情報の報告について

0

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

令和5年3月4日 6 2 令和4年度事業報告ならびに月次決算、財務情報の報告について、令和4年度第1次補正予算について、評議員開催について

0

大沼　和雄

黒崎　邦彦

無

無

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）
（イ）修繕費合計額（円）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

001
小針パステ

ルこども園

02090901 一時預かり事業 一時預り事業

新潟県 新潟市西区 小針6-43-1 3 自己所有

イ大規模修繕

平成22年4月1日 90 26,730

ア建設費 0
001

小針パステ

ルこども園

02091202 保育所型認定こども園 小針パステルこども園

新潟県 新潟市西区 小針6-43-1 3 自己所有 3 自己所有

平成22年4月1日 0 0

ア建設費 0
001

小針パステ

ルこども園

00000001 本部経理区分 本部

新潟県 新潟市西区 小針6-43-1 3 自己所有 3 自己所有

イ大規模修繕

3 自己所有 平成22年4月1日 20 512

ア建設費 0

イ大規模修繕

3 自己所有 平成26年4月1日 20 345

ア建設費 0
001

小針パステ

ルこども園

02090801 地域子育て支援拠点事業 子育て支援事業

新潟県 新潟市西区 小針6-43-1 3 自己所有

イ大規模修繕

003
ときめきパス

テルこども園

02091202 保育所型認定こども園 ときめきパステルこども園

新潟県 新潟市西区 ときめき西3-4-12 3 自己所有

イ大規模修繕

平成27年4月1日 210 62,370

ア建設費 0
002

あらかわ保

育園

02091201 保育所 あらかわ保育園

新潟県 村上市 坂町1804-2 1 行政からの賃借等 1 行政からの賃借等

平成31年4月1日 18 9,120

ア建設費 0
004

日報子ども

プラス保育

園

02091201 保育所 日報子どもプラス保育園

新潟県 新潟市中央区 万代3-4-3　メディアプラス1階 2 民間からの賃借等 2 民間からの賃借等

イ大規模修繕

3 自己所有 平成29年4月1日 105 26,730

ア建設費 0

イ大規模修繕

3 自己所有 令和2年4月1日 105 26,730

ア建設費 0
005

くろさきパステ

ルこども園

02091202 保育所型認定こども園 くろさきパステルこども園

新潟県 新潟市西区 鳥原242番地1 3 自己所有

イ大規模修繕

イ大規模修繕

3 自己所有 令和3年4月1日 290 62,340

ア建設費 0
006

分水パステ

ル保育園

02091201 保育所 分水パステル保育園

新潟県 燕市 笈ケ島1210番地1 1 行政からの賃借等

令和3年3月1日 230 63,480

ア建設費 0
007

向ヶ丘・みの

り保育園

02091201 保育所 向ヶ丘・みのり保育園

新潟県 村上市 小出832－1 他 1 行政からの賃借等 1 行政からの賃借等2/4
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１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．地域における公益的な取組（地域公益事業(再掲)含む）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません） 

（1）社会福祉充実残額等の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

イ大規模修繕

007
向ヶ丘・みの

り保育園

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地
④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

①-1拠点区

分コード分

類

①-2拠点区

分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地
④事業所の土

地の保有状況

⑤事業所の建

物の保有状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

地域における公益的な取

組⑧（地域の関係者との

ネットワークづくり）

小学生の卒園児も含めたお楽しみ会 小針パステルこども園

小学生の卒園児と在園児が交流する事業。

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

1 有

1,105,943,602

314

0

施設名 直近の受審年度

1 有

1 有

1 有

1 有

1 有

1 有

0

0

0

0

0

0

0

0

0

あらかわ保育園 2016

するに際しては、各候補者ごとの決議を行うととともにその旨議事録に明記してください。

③監事のうちに「社会福祉事業について識見を有する者」として適正な手続きにより選任された者が含まれて

いることが確認できませんでした。社会福祉法第44条第5項に基づき上記要件を満たす者として評議員会

の決議を経て適正な手続きにより選任してください。

④評議員・理の選任に際し、候補者が欠事由に該当しないかの確認、及び、暴力団等の反社会的勢力の者

でないかの確認をしていません。社暖発第0427第1号(最終改訂令和2年9月11日)厚生労働省通知

①評議員会及び理事会の決議について、特別の利害関係人が決議に加わっていないかの確認を行っていませんで

した。社会福祉法第45条の9第8項及び、社会福祉法第45条の14第5項の規定に基づき、都度利害関係人

の有無を確認し、議事録等で決議に利害関係を有する者が含まれていないことが分かるよう記録を残すなど、

適切に決議を行ってください。

②理事及び監事の選任に係る評議員会決議について、議事録では各候補者ごとに決議されていることが確認

できませんでした。定款第13条第3項の規定に基づき、評議員会において理事又は監事を選任する議案を決議
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別紙１

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

１６．社員として所属する社会福祉連携推進法人の名称

「指導監査ガイドライン」に基づき、候補者が欠格事由に該当しないか、暴力団等の反社会勢力の者でないか

の確認をしてください。

③評議員会にて議決

④指導監査ガイドラインにより徹底するとともに確認に際し誓約書を徴求。(理事会にて議決)

①特別の利害関係人の確認と議事録への記録徹底(理事会にて議決)

②評議員会にて議決

新潟県民間社会福祉職員退職積立基金制度

2 無

2 無

2 無

2 無

2 無

1 有
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